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は　じ　め　に

　本稿は，体制転換後のチ ェコを分析対象にとっ て， 中欧諸国における資本主義的経営主体の形

成過程に着目し，そのなかでの政府の役割およびそのさいの牽引車ともいうべき外国資本の役割

を通じて，「民営化」後の現在の過渡的形態を明らかにすることを目的としている 。

　そのさい，体制転換期にある諸国の中においてもとりわけ中欧を分析対象とする意義について ，

私は以下の二点であると考える 。

　第一に，チ エコ，ポーラント ，ハンカリー（そしてスロウァ キア）は，ｒ新たな欧州」を則提

にしたＥＵ諸国との関係において，他の東欧 ・旧ソ運諸国とは　線を画する。チ ェコ，ポーラ

ンド，ハンガリーの民営化過程にあ っては，ミクロレベルで在欧企業が積極的に進出して設備投

資や経営合理化の牽引車となっ ているほか，マクロレベルでも国家問の協定，国際金融機関から

の支援等が中欧諸国の財政や貿易に大きな影響力を有している。また，中欧諸国自身も ，エネル

ギー部門でロシア依存は依然大きいものの，西欧シフトの政策を強め，貿易構造を劇的に転換さ

せつつある 。

　第二に，体制転換以後の中欧経済の研究は，欧州資本王義再編過程の一郭としてとらえられる

べきである。なぜなら，後発資本主義国としてのポーランド，チ ェコ，ハンガリー スロヴ ァキ
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アは，西欧を拠点とする資本に対し，新興市場の出現と安価で大量 ・比較的良質な労働力の欧州

域内での提供という要素において，新たな戦略の実施可能性を与えるものであるからである。欧

州統合推進の原動力となっ ているのは，欧州資本の国際化への衝動であり ，在欧企業は，激化す

る米 ・日 ・新興アジア企業との競争に対応すべく ，欧州諸国問の国境を越えた競争の組織による

欧州規模でのリストラクチャリングを必要としている。中欧が提供するｒ低コスト」は欧州企業

の生命力再生に貢献すると同時に，西欧域の産業空洞化，雇用減を加速させる存在ともなっ てい

る。 したがって，中欧各国の転換過程の研究は，それぞれの国の経済政策の正否を明らかにする

にとどまっ ているだけでは不十分であるといえる 。

　今日 ，中欧をＥＵとともに総体としてとらえ，かつ欧州資本主義としての枠組みから ，１９８９

年以来の中欧の転換過程の意義を析出していこうする研究はまだ少ない。ＥＵをめぐる議論にお

いては，統合過程と国家的枠組みの齪鯖やその調整といっ た側面が，経済 ・政治 ・法律 ・文化 ・

環境などにわたり「深化過程」として扱われ，これに対する「拡大過程」としては，中 ・東欧 ，

旧ソ連諸国，地中海諸国，アフリカ諸国などがほぼ並列に扱われる傾向が強く ，そこで強調され

る点も市場規模や加盟諸国数をめぐる議決権問題などいわは量的な問題が主である。しかし ，

ＥＵにおける中欧 ・東欧への拡大推進力の担い手は，在欧個別資本であり ，さらに中欧での変化

がＥＵにフィードバッ クすることで両地域問の有機的連関が今後いっ そう強まると考えられる 。

したがって，９０年代の中欧経済を研究するにあた っては，欧州経済の再編を支えるモメントとし

ての視角をはずすことはできないであろう 。

　本稿では，チェコの民営化政策と製造業企業を主な分析対象としている。その理由は，まず第

一に，中欧を西欧との関係においてとらえるにあたり ，チェコは西欧との歴史的関係の深さにお

いて特徴的であると考えられるためである。チ ェコは，中欧諸国の中でもその工業水準と戦前に

おける議会制民主王義の発達において高い到達を築いており ，とりわけトイツ，オーストリアと

国境を共有し，歴史的にも西欧諸国との関係が深い。さらに，工業国としての歴史は古く ，ハプ

スフルク家支配時代からポヘミア ・モラウィア地方を中心に帝国一の工業地帯として栄え，その

経済力をもっ て民族の自立性を高めて独立し，民主国家を形成した。第二次世界大戦後，共産党

政権が成立しソ連中心のコメコンが創設された後も ，チェコは「東側陣営一の工業国」の地位を

保ちながら農村を機械化していき ，「貧富の差が世界一小さい国」として国際的に評価を与えら

れた国であ った 。

　チェコを扱う第二の理由として，そのユ ー一クな民営化政策があげられる。中 ・東欧諸国，旧

ソ連が集権的な中央計画経済体制を放棄してから五年が過ぎ，各国は国家所有の私的所有への転

換：民営化政策を重要な柱とした経済改革を推進している。チ ェコは，政府統計で旧国有資産の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
約８８％がすでに「完全に民営化」され，残りのうち１０％も民営化プロセスにあるとされている 。

早期に「民営化」を達成し，マクロ指標の安定も崩さなかったため，一部には「チ ェコ経済のミ

ラクル」との評価もされている（ＧＤＰ成長率，失業率については表０　参照）。

　しかし他方，チェコにおける民営化については「形式的に株式会社化しただけで企業実態は変

わっ ていない。リストラを回避したツケが今後失業の増加などの形でまわってくる」との評価も
　１）
ある。すでに「民営化達成」とされている企業について一方で「実態が変わっていない」とする

主張は，事実上国有状態の下での経営と実質的に変わりはない（つまり資本主義的な経営すなわ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４）
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表０　＜ＧＤＰ成長率 ：前年 ＝１００．０〉　　　　　表　　＜失業率％
：ＩＬＯ　ｍｅｔｈｏｄｏｌｏｇｙ〉

９２ ９３ ９４

チェコ
　９３，６　９９ ．１　１０２

．６

ノ、 ン　ガリ　ー　　　　　９５ ，７　　　　　９７ ．７　　　　１０２ ．Ｏ

ポーランド　　１０２ ．６　　１０３ ．８　　！０５
．Ｏ

スロヴ ァキア　　　９３ ，０　　　９５ ．９　　１０４
．８

チ　　ェ　　コ

９３

３． ９

９４

３． ８

９５

４． ０

ノ、 ン　ガリ　ー　　　　　１１ ，３　　　　　１０ ，２　　　　　１０ ．１

ポーランド　　１４ ，０　　１４ ，４　　１４
．７

スロヴ ァキア　　　１２ ，２　　　１３ ，３　　　１４
．Ｏ

資料　『Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃａ１Ｂｕ１１ｅｔｍ』Ｇｌｏｗｎｙ　Ｕｒｚａｄ　Ｓｔａｔｙｓｔｙｃｚｎｙ，Ｃｅｓ
ｋｙ　Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃｋｙ　Ｕｒａｄ，Ｓ舳ｓｔｌｃｋｙ　Ｕｒａｄ　ＳＲ

，

　　 Ｋｏｚｐｏｎｔ１ Ｓｔａｔ１ｓｚｔ１ｋａ１ Ｈ１ｖａｔａｌ，Ｎｏ１／１９９５より作成

ち資本 ・賃労働関係に基づく利潤追求が行われていない）ということを指す場合が多い 。

　チェコにおける企業民営化を肯定的に評価する主張の多くにおいては，小規模企業や金融機関

をその事例として挙げている。サービス部門を中心とした商店などの小規模企業は個人経営者に

よっ て私有化され，観光業の興隆や輸入品の流入に支えられ物資 ・資金も潤うと同時に，競争に

よる淘汰によっ て活況を呈しているからである。また銀行
・ＩＣ（Ｉｎ．ｅ．ｔｍｅｎｔ　ｃｏｍｐａｎｙ）なとの金

融機関の多くは，体制転換開始後に先進国のノウハウを取り入れて経営され始めたものであり ，

比較的新しい分野であるため先進国大企業水準と比較して極端に非効率な経営をしていたり ，大

量の余剰人員を抱えることがすくないのである 。

　逆に，「民営化達成」懐疑論者が例に挙け，かつ先の肯定論者の多くも「残された課題」とし

て指摘しているのが，製造業を中心とした工業部門の大規模企業である。工業部門は売上 ・輸出

とも最大部門である 。１９９３年の統計で，チ ェコの工業部門は総売上９８４２億ＫＣ（チ ェコ ・コルナ） ，

輸出総額２４７８億ＫＣである。このうち製造業が８～９割を占め，部門別では金属（銑鉄，粗鋼 ，

鉄板など半製品）の売上が１２６１億ＫＣ，輸出が４８１億ＫＣ，輸送手段が同じく７７８億ＫＣ，３２７億

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
ＫＣ，機械設備が８１６億ＫＣ，２７９億ＫＣと上位を占めている。しかし，かつて「東側一の工業国」

を誇ったチ ェコにおいても ，対ソ連従属ならびに共産党政権下での技術革新への無関心と西側諸

国との競争を度外視した高生産コストのため，企業は技術水準 ・労働者一人当たりの生産性にお

いて先進国に大きく溝をあけられていると見られる。ここに先進国から進出する企業が新たな生

産関係の移植者として登場してくるゆえんがある。第２章で扱うＶＷ－Ｓｋｏｄａ（フォルクスワー ゲ

ン・シュコダ）の合弁は，大規模企業合弁の成立条件とチ ェコにおける資本主義的関係の形成に果

たす外国企業の役割を明らかにする上で好例である 。

　本稿の構成は，以下のとおりである。第１章では，チェコの大規模「民営化」は所有の転換を

形式的に達成したものであり ，「民営化」後も各企業への政府の影響力が残されていることを明

らかにする。ただし，政府の影響力が保持されているとはいえ，所有形態の転換は経営組織に一

定の変化を与えていることは事実である。第１章第３節では，民営化に伴う経営組織の改編に注

目し，いくつかの企業を例に現在の過渡期の企業類型化を試みる。第２章では，旧Ｓｋｏｄａ 自動

車公団と独自動車企業ＶＷ社との合弁を対象に，そのさいのチ ェコ政府とＶＷ社の意図と戦略

を見るとともに，経営効率化の牽引車となっ ている外資の役割を明らかにする 。

（５５）
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第１章　大規模「民営化」政策

　本章では，チ ェコ政府の「民営化」政策の性格と大規模企業民営化の現段階を明らかにする
。

第１節では，ＮＰＦ（Ｎ．ｔ１ｏｎａｌＰ．ｏｐｅ．ｔｙＦｍｄ国家資産基金） ・ＫＯＢ（Ｋｏｎ．ｏ１１ｄａｔ１ｏｎＢ．ｎｋａ）による不良

債権 ・不良債務の処理機能を見る。第２節では，ＮＰＦ ・大手銀行 ・大手ＩＣ（ｍｖｅ，ｔｍｅｎｔ

Ｃｏｍｐａｎｙ）による「株式相互持ち合い」による企業支配の仕組みを見る。第３節では，いくつか

の典型的な企業を事例に挙げ，過渡期の経営組織についての類型化を試みる 。

　１９９０年にチ
ェコ政府が発表した『経済改革のシナリオ』では，次のように述べられていぶ

　　　 「…… ここでいう経済改革とは経済制度と経済関係の再編のことである。経済改革の目標

　　は中央計画経済から市場経済への移行を達成させることである 。・…・・ ミクロ経済改革手段の

　　主要なものは価格自由化と私的セクターの奨励である。…国民経済における私有セクターの

　　割合は，個人企業分野（これは特に中小規模の個人企業に該当する）の増加を容易にする政

　　策の使用と国家所有から私的所有への生産手段の移転（民営化）を通じて増加させる予定で

　　ある 。」（序章，下線は引用者）

　　　 「生産手段の私有は，市場経済をうまく機能させる基本原則のひとつである。…所有関係

　　の抜本的な変化が実施されなけれは，改革構想は危機にさらされる。それゆえに非国有化と

　　私有化（民営化）の実施が不可避である。　国営企業の重要部分の商業化（脱国有化）は

　　 １９９０年末までに達成すべきである。同時に国営企業の組織的財政的再構築が実施されなけれ

　　ばならない。…大規模民営化のプロセスのもう一つの方向は，企業評価と国営企業の民営化

　　へ導く法的形態への移行を含んでいる。これは王に株式会社形態を含んでいる 。」（２経済の

　　所有関係の変化）

　つまり ，チ ェコ政府の「民営化」政策は，生産手段の所有形態を「公的所有」「国家所有」か

ら「国家所有でないもの」にすることであり ，それが「民営化達成企業」（私企業）とされたので

ある。しかし，この「民営化」はまだ決して資本主義化とはいえない。資本主義的企業とは，所

有者が誰であろうと，それが資本 ・賃労働関係を基盤に利潤追求を行う企業Ｊを指す。先進国にお

ける国有企業 ・半官半民企業も ，この条件を満たして運動する限りにおいては資本なのである
。

また個別資本が運動するためには銀行制度や保険機構なとの資本主義を支える社会的規模での制

度（インフラストラクチ ュア）整備が必要とされる。現在推進中の「チェコの民営化」政策は ，

旧体制以来の不良債権 ・不良債務の処理や経営陣の解体に一定の効果を発揮しているとはいえ
，

資本 ・賃労働関係に基づく資本主義的な経済システムと企業経営の創造にはまだ必ずしもつなが

っていない。本章では，このチェコの「民営化」の性格を明らかしていく 。

　第１節　不良債権 ・不良債務の処理～ＮＰＥ，ＫＯＢの役割

　第１節では，ｒ所有移転：民営化」の則提ともいえる政府主導の不良債権 ・不良債務の処理を

みてみたい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６）
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　民営化にさいして，チ ェコ政府は「生産体系の混乱→企業の連鎖倒産→失業 ・社会不安の増

大」の図式をおそれ，倒産回避を政策上の重要な柱として位置づけた。各国有企業を倒産から守

るためには債務処理が不可欠である。政府は，「統制されていた企業を適切な民営化プロセスに

参画させ，非国家化プロセスにおける国営企業の現在の負債を解決するために，実際上，一時的

に大規模に実施される行政指導が不可欠である（ｒ経済改革のシナリオ』）」とし，民営化過程への

国家の介入を是としながらも ，金融財政政策に影響を及ぼさないようにＮＰＦ（Ｎ
ａｔｉｏｎ．１Ｐ．ｏｐｅ．ｔｙ

Ｆｕｎｄ一国家資産基金）を設立した。民営化対象企業は，ＮＰＦのもとで，金融財政領域とは独立に ，

特別国家資産基金の形で国家資産または債務として貨幣資産に移転されるのである 。

　ＮＰＦは民営化省の認可を得た民営化計画を実行する独立機関で，民営化省から委譲された対

象企業を株式会社形態に転換し，多くのばあい，ＮＰＦ自らシェアの大半を抱えこむことで「合

弁企業化」する。チ ェコの公式統計ではこの時点で「民営化達成」とされるため，冒頭に述べた

ような企業民営化をめぐる評価の食い違いが生ずるのである 。

　ＮＰＦは独立財源によっ て運営されており ，活動資金は中小企業の売却やバウチャー発行によ

ってまかなわれる。この収益の多くは負債を抱える企業の救済に充てられており ，１９９１－９３年の

「民営化」によるＮＰＦへの収入は５４０億ＫＣであ ったが，１９９３年までに実にこの半分近い２３７億

ＫＣが「民営化」途上にある国有企業の債務支払いに費やされた。また１９９３年の破産法発効によ

ってエレクトロニクスコングロマリットのＳｋｏｄａ－Ｐ１ｚｅｎと航空機メーカーＡＥＲＯが倒産の危機

に陥 ったときも ，政府判断で両企業にＮＰＦから３０億ＫＣが支援されたのである。このほかにも ，

大手商業銀行の資本構成改善や政府の歳出調整（インコルシュタ ソト ・パイプラインの建設費用 ，

国債利払い）にも協力している。つまり ，ＮＰＦは「民問団体」扱いで一般会計に現れずにチ ェ

コの金融財政事情を支える貸し手として機能しているのである 。

　ＮＰＦと並んで倒産回避政策の担い手として機能するのがＫＯＢ（Ｋ．ｎ。。１１ｄ．ｔ。。ｎ Ｂ．ｎｋ）である 。

これは，旧体制以来の企業金融システムの崩壊にともなう倒産の波に備えて，チ ェコスロヴ ァキ

ア銀行，チ ェコ銀行，スロヴ ァキア銀行の出資で創設されたものである。不良債権から銀行を解

放するのが主な任務で，かつての中央計画経済時代に各行に与えられていた「永久循環貸付金」

を１９９１年に３８億ドルで買い取り ，さらに各行の貸し倒れ金を名目価格の８０％で購入した。そのう

えで，債務を持つ企業を倒産の危機から保護するため，リストラを支援する目的で債権者で構成

される「再建委員会」に参加し，財政 ・金融支援を行う 。倒産の危機にある企業の債権者から債

券を５０％引きで買い上げるための財源にＮＰＦの収益が利用されることもある 。実に８０％の中 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
大規模企業の再建委員会にＫＯＢが名を連ねている 。

　以上の要領で，ＮＰＦ ・ＫＯＢの両組織は，中央集権的計画経済以来の各企業の不良債務と各銀
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
行の不良債権を処理し，倒産寸前であ った企業を収支の上での「優良企業」に変えた。これによ

って外資であれ，国内の私的投資家であれ，合弁と同時に多額の債務または不良債権を抱え込む

ことはなくなっ たのである 。

　こうした措置は，生産体系を維持するため，国家財政を破綻させないため，また合弁形態によ

る外資を誘導するうえできわめて有効であ った。しかし，ＮＰＦ ・ＫＯＢを唯一であり最後の貸し

手として，いわは旧政府の債権を現政府が肩代わりし帳消しにするこの方法は，資本主義的なシ

ステムとは異質なものであろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５７）



　５８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４６巻 ・第１号）

　資本主義的な意味での不良債権 ・不良債務の処理とはふつう以下のようなものである。企業が

不良債務を抱えている場合は，その債権者が債権を放棄する場合を除いて債務返済が不可能であ

れば，倒産である。企業が不良債権を持つ場合，その債券に対応する金額を誰かが立て替えなけ

れは，金は入ってこない。銀行の場合，銀行の持つ不良債権は，預金保険機構による支払いの限

界を超えてしまえば，支払不能になり ，他の銀行の支援をあおぐか，公的資金の出資による支援

をあおがなけれはならない。このような事態は最近の日本のハフル崩壊後の住専処理や東只共同
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
銀行の設立に見られる。しかし公的資金の支出は資本主義においては例外である。資本主義にお

いては，銀行が支払う保険料によっ て運営される預金保険機構の強化が，すなわち，この意味で

の銀行の自主的努力が不良債務 ・不良債権の処理のために必要なことと認識されているのである 。

　以上の比較からも明らかなように，チェコにおける不良債務 ・不良債権の処理の方法は，資本

主義的なものであるとはいえない。すなわち，政府依存の中央集権的経済システムから脱却して

おらず，その意味では依然として旧「社会主義」的な性格を残した経済政策であるといえる 。

　第２節　旧来の経営組織解体～「株式相互持ち合い（ｍｓｓ－ｏｗｎｅｒｓｈｉｐ）」の進展

　第２節では，ハウチャー民営化後に進展したＮＰＦを中心とするｒ株式相互持ち合い」という

新しい国家的所有の変形形態とそれによる企業経営への影響を見る 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
　ハウチャー民営化方式とは，チェコの大規模民営化の中核をなす方式である。これは，１８歳以

上全国民にハウチャー購入資格が与えられ，希望者は３５ＫＣでハウチャーの冊子をユ人１冊に限

り購入し，１０００ＫＣの収入印紙を貼って登録をする方式である。１ＫＣはハウチャーの１ポイン

トに相当するため，一人当たり１０００ポイントのバウチャーポイントを取得することになる。バウ

チャー方式が採用されたのは資産規模で４８１１億４２３６万ＫＣである。ハウチャーの取得には８割

の国民が参加し，発行されたバウチャーの総ポイントは８３億４０００万ポイントであ った 。

　第１段階では株式総発行数を総バウチャーポイントで割り ，１株あたりのポイント数を設定す

る。 その後ハウチャー保持者は株式購入希望企業を決め，これを民営化省が集計し，第２段階か

ら需給に応じて各企業の株価（バウチャーポイント数）が決定される仕組みである 。

　この方式は一人１０００ポイントまでしかハウチャーを取得できないため，特定の個人に利益が集

中しないシステムとして評価されているが，むしろｒ成人以上国民総出資」という形で国内にあ

るわずかな貨幣所得を社会的規模でかき集め，国家財政に負担をかけずにＮＰＦ ・ＫＯＢの活動資

金需要に応えた方法である点に注目すべきであろう 。

　ハウチャー発行後，相次いで設立されたのがＩｎｖｅｓｔｍｅｎｔ　Ｃｏｍｐａｎｙ（ＩＣ）一各自が手にしたハ

ウチャーの運用を代行する組織である。その数は第一次民営化以後４２９社に及び，まさに「雨後

の竹の子」という形容がふさわしいものであ った。とはいえ，この数字には大手ＩＣが複数設立

したものも含まれている。例えぱ，ＨａｒｖａｒｄＣａｐ１ｔａ１ａｎｄＣｏｎｓｕ１ｔｍｇ（ＨＣＣ）は８社，大手商業

銀行Ｉｎｖｅｓｔｌｃｍ　Ｂａｎｋａの子会社であるＰｒｖｍ　Ｉｎｖｅｓｔ１ｃｍは１１社のＩＣを設立している。「株式相互

持ち合い」の主な構成員は，この大手ＩＣとＮＰＦ，大手商業銀行の三者である 。

　まず大手銀行は第１節で述べた要領で「民営化（ＮＰＦによる合弁企業化）」され，その４割以

上の株式をＮＰＦが保有している（表　参昭）。 大手商業銀行は子会社ＩＣを設立する。例えは ，

Ｉｎｖｅｓｔ１ｃｍ　Ｂａｎｋａの子会社Ｐｒｍ１ Ｉｎｖｅｓｔ１ｃｎ１ やＫｏｍｅｒｃｎ１ Ｂａｎｋａの子会社ＩＫＳ 　Ｋｏｍｅｒｃｍ　 Ｂａｎｋａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５８）
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　表　　＜ＮＰＦによる大手銀行株式保有〉

５９

銀行名

Ｋｏｍｅｒｃｍ　Ｂａｎｋａ

Ｖｓｅｏｂｅｃｎａ　Ｕｖｅｒｏｖａ　Ｂａｎｋａ

Ｉｎｖｅｓｔｉｃｎｉ　Ｂａｎｋａ

Ｃｅｓｋａ　Ｓｐｏｒｉｔｅ１ｎａ

ＮＰＦの保有率

４４％

４５％

４５％

４０％

資料 ：『Ｔｈｅ“Ｐｒｌｖａｔ１ｚｅｄ　Ｓｅｃｔｏｒ
’’

ｍ　ｔｈｅ　Ｃｚｅｃｈ　Ｒｅｐｕｂ１１ｃ　Ｇｏｖｅｍｅｎｔ

　　 ａｎｄ 　Ｂａｎｋ 　ｃｏｎｔｏｌ 　ｍ　ａＴｒａｎｓ１ｔ１ｏｎａｌ 　Ｅｃｏｎｏｍｙ』から作成

表＠　＜ＩＣ規模別バウチャー取得状況〉

規　　模 ＩＣ名 ポイント（ｍｉｌ） 全ノざウチャー比

Ｃｅｓｋａ　Ｓｐｏ・ｉｔｅｌｎａ ９５０

Ｐｒｖｎｉ　Ｉｎｖｅｓｔｉｃｎｉ（ＩＢ） ７１４

Ｈａｒｖａｒｄ　Ｃａｐｉｔａ１ａｎｄ　Ｃｏｎｓｕｌｔｉｎｇ ６３９

巨大（２億ポイント以上） Ｖｓｅｏｂｅｃｎａ　Ｕｖｅｒｏｖａ　Ｂａｎｋａ　Ｉｎｖｅｓｔ ５０１ ７社合計４５％ ※

ＩＫＳ　Ｋｏｍｅｒｃｎｉ　Ｂａｎｋａ ４６６

ＫＩＳ　Ｃｅｓ
ｋａ　ｐｏｊｉｓｔ’Ｆｏｎｄ ３３４

Ｃｒｅｄｉｔａｎｓｔａｌｔ ２２０

Ｓ１ｏｖｅｎｓｋｅ　Ｉｎｖｅｓｔｉｃｅ １８８

ＶＳＺ －Ｓｌｏｖｅｎｓｋａ　Ｓｐｏｒｉｔｅ１ｎａ １６９

Ｐｒｖａ　Ｓ１ｏｖｅｎｓｋａ　Ｉｎｖｅｓｔｉｃｎａ １３６

大規模（１～２億ポイント）
Ｐｒｖｎｉ　Ｐｒｉｖａｔｉｚａｃｎｉ　Ｆｏｎｄ １１８

６社合計１０％

Ｚｉｖｎｏｓｔｅｎｓｋａ　Ｂａｎｋａ
１１８

Ｓ１ｏｖｅｎｓｋａ　Ｐｏｉｓｔ’ｖｎａ １１７

中規模 ３９杜 １２００ １４％

小規模 ２００社余 ３４１ ４％

※本社以外の系列ＩＣ３０社の所有を含む

資料　『Ｔｈｅ“Ｐｒ１ｖａｔ１ｚｅｄ　Ｓｅｃｔｏｒ” ｍｔｈｅ　Ｃｚｅｃｈ　Ｒｅｐｕｂ１１ｃ　Ｇｏｖｅｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｂａｎｋ　ｃｏｎｔｒｏｌ　ｍ　ａ　Ｔｒａｎｓ１ｔ１ｏｎａ１Ｅｃｏｎｏｍｙ』より

　　作成

個人（２４０万人） ２３９１　　　　　　　　２８％

などがそれである。銀行系ＩＣにＨＣＣなどの独立系のＩＣをいれた上位７社の系列ＩＣが，全バ

ウチャーポイントのうち３８億２４００万ポイント（４５％）を占めている。続く大手ＩＣ６社の取得ポ

イントが８億４６００万ポイント（全バウチャーの１０％）にのぼる。この他中小のＩＣ２４０社あまり

が全バウチャーの１８％程度を所有し，残りの２８％は個人所有である（表＠参照）。

　こうして少数の大手ＩＣは取得した多数のハウチャーポイントを株式に替えていくのであるが，

民営化法によりＩＣは単一企業（自杜も含む）の２０％以上の株式を保有してはならないことにな

っている。このため，ＩＣ各社は大手銀行と協力してグループを形成し，自社株を安定的に保持

し， 大手企業株の寡占を維持する。とくに，２億ポイント以上を有する巨大ＩＣ相互問，巨大

ＩＣと１～２億ポイントのバウチャーを所有する大規模ＩＣ問の関係は強い。例えば，Ｖｓｅｏｂｅｃｎａ

Ｕｖｅｒｏｖａ　ＢａｎｋａのＩＣには，親銀行である同行のほかに大手銀行であるＣｅｓ
ｋａ　Ｓｐｏｒ１ｔｅ１ｎａ

，

Ｋｏｍｅｒｃｎ１ Ｂａｎｋａ　Ｏｂｃｈｏｄｍ　Ｂａｎｋａ なとが株王として参加している。また，大規模ＩＣのひとつ

であるＰｒｖｎａ ＳｌｏｖｅｎｓｋａＩｎｖｅｓｔ１ｃｎａのはあいは，Ｃｅｓｋａ
Ｓｐｏｒ１ｔｅｌｎａ，Ｉｎｖｅｓｔ１ｃｎ１ Ｂａｎｋａ，Ｉｎｖｅｓｔ１ｃｎａ

ａ　Ｒｏｚｖｏｊｏｖａ　Ｂａｎｋａ， Ｋｏｍｅｒｃｎ１ Ｂａｎｋａ， Ｖｓｅｏｂｅｃｎａ　Ｕｖｅｒｏｖａ　Ｂａｎｋａなと巨大ＩＣの親銀行が大株

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９）
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主となっ ている。この相互持ち合いネ ットワークには，銀行系だけでなく ，独立系ＩＣも参加し

ており ，例えはあるＨＣＣ系ＩＣの株主はＣｅｓｋａ　Ｓｐｏｒ１ｔｅｌｎａ　Ｋｏｍｅｒｃｍ　Ｂａｎｋａ　Ｃｅｓｋａ　Ｐｏｊ１ｓｔ’ｖｎａ

が名を連ねている 。

　これらの銀行ＩＣがグループで大量のハウチャーを駆使し，ハウチャー民営化対象企業の株式

を取得して多数派を組織する。ＮＰＦを最大株主とし安定的な金融 ・財政支援が保障された各大

手銀行は，子会社ＩＣとともに独立系大手ＩＣとの関係も密にし，三者で将来性があるとされる

企業の株式の寡占を達成するのである 。

　１９９１年，チ ェコ商業法が改訂され，国有から合弁化した企業は経営理事会（Ｅｘ。。ｕｕ。。 Ｂ。。。ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）と監査役会（Ｓｕｐ。。ｖ１。。。ｙ　Ｂ
ｏａ．ｄ）の二つの役員会を持つことが定められた。同法では，従業員５０

人以上の企業では，監査役会メンハーの３分の１は従業員から選挙で選出されねはならないこと ，

経営理事会は同様に選出されるか，または監査役会の指名によることが定められているが，特徴

的なのは，旧体制から経営を委任されてきた経営者が二つの役員会に選出されるかどうかについ

ては規定がないことである。したがって，株式多数を組織したＩＣ ・商業銀行らが経営実権を持

つ経営理事会の全議席を占めることも可能である。ＮＰＦは，両役員会に直接籍を置かないぱあ

いでも ，実際の役員会の構成に指導 ・推薦という形で強い影響力を発揮する。これがバウチャー

民営化後に進展したチェコの「株式相互持ち合い」である 。

　とくに，ＮＰＦは，銀行以外にも全民営化企業の総株式の２０％程度所有しており ，１９９４年末時

点の保有株は帳簿価格総額４１５３億８７００万ＫＣにのぼる。基幹産業の多くはＮＰＦの出資によっ て

合弁化され，ＮＰＦが独占的な最大株主となっ ている。また，当面民営化から除外されている企

業・ 団体も ，ＮＰＦの管理のもとにおかれている。これらの企業は，順次ＮＰＦから外国企業を中

心とした投資家に株式が売却されるのである。合弁相手の選出にはＮＰＦをつうじて政府の判断

が働く仕組みである 。

　第３節　チ ェコの大規模「民営化」の類型化とその意味

　「民営化」の過程で「株式相互持ち合い」は進んだものの，チェコの大規模企業は「民営化」

後もＮＰＦを媒介にして政府の意向を強く受けることに変わりはない。したがって，国有の別形

態であるともいえるが，他方で，一連の「民営化」政策によっ て企業の経営組織に一定の変化が

もたらされつつあるのもまた事実である。外国企業が出資し経営実権をにぎっ たところを除いて

は， 資本主義的な経営 ・企業行動をとるにいた っている企業はまだ少ないが，旧来から残存する

経営組織や経営体質は徐々に解体されつつある。その意味では，「株式相互持ち合い」によっ て，

政府はあらゆる企業の旧来からの経営陣（経営責任者 ・労働組合）の再編に着手するとともに ，

特定企業の戦略決定への影響力を強化させることに成功したといえる 。

　第３節では，「株式相互持ち合い」が企業経営にもたらす影響を見ながら，「民営化」過渡期の

企業の類型化を株主の構成と経営人事構成から試みる 。

　類型の第一にあげることができるのは，ＮＰＦが株式の大部分を取得した企業である。当然の

ことながら，こうした企業には政府の意向が直接経営戦略に反映される。中央計画経済のもとで

成長した大規模なコングロマリットなどがこれにあたる。ただし，政府の影響下におかれる企業

にも大別して以下の２種類がある。巨大企業のうち，通信，原子力産業，基幹産業である輸送手

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０）
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段生産など将来が有望視される分野を持つ部門については，チ ェコ政府は合弁する外国企業の斡

旋に余念がない。逆に，採算をある程度度外視しても維持しなければならない公共部門（例えば

石炭）やコメコン崩壊の打撃を受けている産業（例えば鉄鋼 ・航空機 ・軍需産業）では，政府は

経営戦略に介入するというよりはむしろＮＰＦを通じて生産維持 ・支援を行っているのである 。

本節では，戦略部門のコングロマリットを例としてとりあげる 。

　第二の類型は，ＩＣの影響力の強い企業である。ＩＣが経営陣の多数を構成するケースは，主に

以下の二通りある。まず，中規模以上で将来性があり ，民営化当初からＩＣの関心が高い企業の

場合，大手ＩＣに株式が集中するため少数のＩＣで経営権を掌握するケースが多い。他方で，個

人株主が多い企業では株式が分散するため，比較的少数の持株で支配が容易になり ，ＩＣが経営

に参画しやすくなる 。

　第三類型は，旧体制以来の共同体的経営組織が残る企業である。「株式相互持ち合い」による

経営陣刷新によっ て官僚制は著しく排除されたものの，かつての経営責任者や労働者らが協力す

る「協同組合」的な勢力も根強く残っている。多くの場合，彼らの代表がＩＣと経営をともにし

たばあいも協力関係を築くが，中にはかつての企業経営者らが経営権を保持するために自らＩＣ

を設立し自社株式を買い占めたり ，株王連合を組織し代表権獲得に票を組織するケースもある 。

　さらに，第四類型として外国企業が経営陣に参画したケースがあげられるが，この類型は次章

で独ＶＷとチ ェコＳｋｏｄａ 自動車公団合弁を例に詳しく検討することにしたい 。

　（１）第一類型　政府の影響力が強い戦略部門のコングロマリット

　政府がもっとも強い重点をおいている企業の典型にＳｋｏｄａ　Ｐ１ｚｅｎ があげられる 。

　Ｓｋｏｄａ　Ｐ１ｚｅｎ は， 原子力発電設備，輸送機器，産業用重機など多岐にわたる部門をもつエンジ

ニアリング ・コンッェ ルンで，従業員数は１万９０００人，資産２９４億ＫＣ（１９９４年）とチェコで最大

の企業である。最大株主は経営者でもあるルボミル＝ソウデク氏で，２０％を所有している。彼は

元は織機会社，ＺＢＳエンジニアリング社のＢｍｏ 支店長だ ったが，体制転換後Ｓｋｏｄａ　Ｐｌｚｅｎの経

営が悪化したさい，クラウス首相，カレル経済相の支援でＳｋｏｄａ　Ｐｌｚｅｎの経営者となっ た人物

である。持株比率で彼に続くのはＮＰＦ（１６％），Ｋｏｍｅｒｃｎ１ Ｂａｎｋａ（１０％）である。そのほかの

ＩＣが１６ ．４％を占め，残りはソウデク氏以外の個人株主所有である 。

　チェコの将来産業の担い手として，ソウデク氏の人脈とＮＰＦをつうじて政府の戦略と支援を

受けることになっ たＳｋｏｄａ Ｐｌｚｅｎ は， 外資との合弁をプロジェクトごとの小規模なものにとど

める一方，自ら各部門の設備刷新，企業貝収による部門拡大へと乗り出している。例えは ，１９９５

年に国内トラ ソクメーカーＬ１ａｚ とＴａｔｒａ を買収し，その後，原子力発電関連の技術供与を行う

Ｓｋｏｄａ－Ｐｒａｈａの政府の持株放出（５４％）をめぐっ て独シーメンスと競合した。外資との合弁を望

んでいるＳｋｏｄａ－Ｐｒａｈａ は， 政府の強力な後押しを背景に吸収へと意欲を見せるＳｋｏｄａ－Ｐｌｚｅｎ に

反発を強めている 。そのほかにもＳｋｏｄａ　 Ｐ１ｚｅｎ は１９９５年中に２０億ＫＣの新規投資を計画してお

り， 自社内のＳｋｏｄａ　Ｔｕｒｂｍｙのターヒン製造用の機械購入のために２億ＫＣ，Ｓｋｏｄａ 電気プラ

ントに３億２８００ＫＣ，Ｓｋｏｄａ 鉄道車両生産に２億ＫＣ，Ｓｋｏｄａ 製鉄工場に１億５００ＫＣ，Ｓｋｏｄａ

変速機製造に４２００万ＫＣなどを検討している。またＥＢＲＤ（欧州復興開発銀行）から融資も受け

ており ，９５年にはＳｋｏｄａ－Ｋｏｖａｍｙ（エンジンクランクメーカー）向けに７億８０００万ＫＣの貸付

に調印している。国外では１９９５年に旧東独企業Ｕｎｆｏｒｍｔｅｃｈｍｋ　Ｅｒｆｕｒｔを雇用確保を条件に買収

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１）
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しており ，今後ドイッ政府と共同で企業改善に取り組む予定である。ロシアにもトロリーバス ・

地下鉄車両の両部門で米ＧＥ，ウエスチングハウスと協力して展開している。中国では現地企業

と合弁でターヒン生産会社ｒＳｋｏｄａ・Ｊｍｍａ」を設立した 。

　こうしてみると ，Ｓｋｏｄａ　Ｐ１ｚｅｎ は新しい企業戦略を着実に実行しつつあるようにみえるが，実

態は経営破綻状態にある企業を救済合併し，政府の後ろ盾を利用した投資を繰り返し，資本問競

争に因らない，リストラなき肥大化を進めていることがわかる。国家の手厚い支援を受けながら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
多分野にわたり吸収合併を進めてはいるものの，国家資本にはなっ ていない例であるといえよう 。

　（２）第二類型一¢大手ＩＣが多数株式を取得する有望企業

　民営化の結果，ＩＣに経営権が委譲された例として挙げることができるのが，中規模コンピュ

ーター会社ＰＶＴである。同社は，８１７％の株式がハウチャーによっ て民営化された。民営化当

初からＩＣの関心が高かったため，最大株主ＨＣＣ（１８％）を筆頭に，ＫＢ（１０％），ＣＳ（１０％） ，

ＫＩＳ（９％），ＰＰＦ（７％）など上位５社のＩＣと残りの３０あまりのＩＣでシェアの７３％を取得し

た。 ＮＰＦは９％，ＮＰＦの下部機関ＲＩＦが３％ ，Ｉｎｖｅｓｔ１ｃｍ　Ｂａｎｋａが６％で，個人株主にわた っ

たのはわずか８％である。ＮＰＦは後にその６％をプラハ市内のオフィスと引き替えにＩｎｖｅｓｔ１ｃｍ

Ｂａｎｋａ に譲っている 。

　１９９１年，ＰＶＴがまだ大蔵省の所有であ った時点では，役員会は旧来からの経営者３名，大蔵

省代表３名，第３者３名で構成されていたが，民営化のためにＮＰＦとの合弁形態に移行すると ，

ＮＰＦは１９９３年６月までの時限付きで最大ＩＣであるＨＣＣのヴィクトル＝コジェニー氏を経営責

任者に指名し，経営理事会の構成はＮＰＦ代表１名，５大ＩＣ代表５名に再編成された。１９９３年

６月 ，第１回株主総会開催後は役員会は８名に拡大され，経営者側から２人が参加するようにな

り， また監査役会も従業員２名，第３者１名，モラウィア支店長，Ｉｎｖｅｓｔ１ｃｍ　Ｂａｎｋａ代表１名で

組織されたものの，経営理事会の多数派であるＩＣの発言権は強固に維持されている 。

　（３）第二類型一　個人株主が多く ，ＩＣが少数株で影響力を行使しうる企業（外国企業の参画

にも注目）

　Ｔｅｓ１ａ　Ｋａｒｌｍ社は，エレクトロニクス ・コングロマリ ソトＴ
ｅｓｌａ 社の一部門で，アナログ電話

切り替えシステムを生産する企業である。この企業は個人株主が多く ，ＩＣが少数の持株で経営

参加を可能にしている一方，少数派では旧来からの経営者の影響力も大きい。また外資関係者も

経営に参加している 。

　同社はかつて，チ ェコ ・スロヴ ァキア ・旧ソ連各国の３独占とのみ取引をしていたが，チ ェ

コ・ スロヴァ キアがデジタルに切り替え，旧ソ連が支払い不能になっ たため市場を完全に失い ，

危機に陥 った。アナログからデジタルヘの切り替えは，親会社であるＴｅｓ１ａ 社の合弁相手である

ドイツ ・ジーメンス（Ｔｅｓ１ａ 株の５１％取得）が，チェコにデジタル機器を供給したために起こっ

た。 こうした事情のため，民営化当初からＩＣの期待は低く ，株式は個人株主が４３％を占め，ＩＣ

はＣｒｅｄ１ｔａｎｓｔａ１ｔ（１０％），Ｋｏｍｅｒｃｍ　Ｂａｎｋａ（１０％），Ｅｖｒｏｂａｎｋａ（８％）を３大株主とする１０数

社で３７％を所有するにとどまっ た。 しかし，１０％足らずの持株でありながら，３大ＩＣ代表３各

は経営理事会に籍を置いている。このほかＮＰＦ代表１名（持株比率１７％），旧来の経営者代表

２名，そして前理事長であり現ジーメンス合弁理事長１名で経営理事会が構成されている。６名

で構成する監査役会は，上位以外のＩＣ代表２名，株主総会で選出された個人株主代表２名，選

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２）
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挙で選出された従業員代表２名である。以上の両役員会の再編は，ＮＰＦの推薦によっ て構成さ

れたものである。新経営陣が組織された後，従業員のおよそ３分の１を削減するリストラ計画が

始まっ ている。外資関係者が経営陣に参加する企業では，すでに中 ・長期の企業戦略がある程度

合意されているため，効率化計画への着手がチ ェコ人のみで経営する企業より早い 。

　（４）第三類型一旧体制以来の経営体制が新経営組織の対抗勢力として機能する企業

　かつて大手建設会社Ｋｏｎｓｔｒｕｋｔ１ｖａ　Ｐｒａｈａの建築備品 ・内装部門を担当していたＳｔａｖｏｍｏｎｔ

Ｐｒａｈａ 社では，旧来の経営陣が経営権の維持に失敗している。同杜は資産の９２％がハウチャー民

営化の対象とされた。経営陣は従業員が株式の４０～４５％を購入することを期待していたが，実際

には１３％にととまり ，３つのＩＣに経営理事会５議席の過半数を占められ，経営権を外部に委譲
　　　　　　　　　　　１１）
することを余儀なくされた 。

　以上の類型的な事例から，チェコの大規模企業「民営化」について次のようなことが明らかに

なる 。

　第一に，ｒ民営化」後，企業の株式は王に支配手段として機能し，多数株式の所有者によっ て

その企業の性格が決まっ ている 。

　第二に，「相互持ち合い」とはいいながらも ，ＮＰＦはその所有株数，各企業への影響力とも最

大である。しかし，ＮＰＦが長期の企業経営戦略に基づいて指導を行っているわけではなく ，

ＮＰＦに代わる合弁 ・提携相手の斡旋 ・推薦を主な役割としている。同様に，旧来の経営体制を

ほりくずすＩＣも中継ぎとして機能するにすぎない。これは，ＩＣが経営権を掌握する企業にお

いて必ずしも生産性の上昇が達成されていないことに顕著に現れている 。

　第三には，経営に参画することで確実に企業行動に質的変化をもたらすのは外国企業であると

いうことである。チェコの企業民営化において，企業に資本としての行動様式をもたらすのは合

弁する外資であり ，ＮＰＦ ・ＩＣは現段階では外国企業の行動の調整 ・奨励，投資環境の整備にそ

の役割を果たすにすきない。この占については，次章で詳細に考察することにする 。

　そして，第四に指摘しなけれはならないのは，各企業に根強く残る「協同組合」的性格であろ

う。 今日のチェコの企業「民営化」の過程は，資本主義的経営が破行性を伴いながら導入されは

じめ，かつての集権的な中央計画経済下で組織された各生産単位レベルでの「協同組合」的生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
体制とせめぎあい，前者が後者ををほりくずしていく過程であるといえるであろう 。

　今日のチェコは過渡期であるため，旧システムの諸モメントの解体が即資本主義を構成するモ

メントの生成を意味するわけではない。たしかに「株式相互持ち合い」は個別企業の経営陣に変

動をもたらし，かつての企業経営者たちや従業員の発言権を減ずることもできるシステムである 。

また，ハウチャーによる社会的規模での貨幣所得の収集とそれを取り扱うＩＣの成長などで形成

された民富は，将来民族資本に成長する萌芽であるかもしれない 。

　とはいえ，現段階ではこれらバラバラの経済的諸モメントを資本主義の諸モメントとして再構

成し貫く一つの環としてあらわれているのは外資である。外資によっ てもたらされる資本王義的

性格が今後比重を高めていくとき，政府の行う各種の経済政策も資本として活動する企業により

適合的なものとなり ，Ｓｋｏｄａ　Ｐ１ｚｅｎのような企業が国家資本となる可能性もあるであろう 。

　しかし，チュコの大規模「民営化」政策は，いまのところ政策実施過程そのものの中から資本

主義的経営主体を生み出すものとはなっ てはいない。したがって現段階では，貨幣そのものや生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３）
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産手段そのものが資本でないのと同様に，各商業銀行やＩＣ，そして不良債務が処理され旧来の

経営陣が解体されつつある各企業も，資本として成止しているとはいえず，将来の明芽として存

在するだけであるといえよう 。

第２章　チ ェコの企業民営化におけるＶＷ－Ｓｋｏｄａ 自動車公団合弁の　般的意義

　第２章では，前述の第四の類型一外国企業との合弁によっ て企業経営を大きく変化させたケー

スをとりあげる。対象とするのはＳｋｏｄａ（シ ュコダ）自動車公団と独ＶＷ（フォルクスワー ゲン）

社の合弁である。これは体制転換後ごく初期に外資との合弁によっ て企業民営化を達成した例で
　１３）

ある。この第１節では合弁成止までの経緯と外資との合弁に当た ってのチ ェコ政府 ・企業側の意

図と評価理由を，第２節ではＶＷ側の戦略と合弁後の行動の変化を検討し，第３節でこうした

合弁が経済的過渡期にもつ一般的意義を明らかにする 。

　第１節　チ ェコ政府が推進したＳｋｏ由自動車公団の合弁

　（１）Ｓｋｏｄａ 自動車公団の歴史

　チ ェコのＳｋｏｄａ 自動車公団（本社Ｍ１ａｄａ　Ｂｏ１ｅｓｌａｖ 市）の歴史は１８９４年にさかのほる。前身であ

るＬ＆Ｋ（ラウリン＆クレメント）社は自転車工場として発足し，その後モーターバイクを開発し

生産するようになっ た。１９０５年には自動車生産を開始した 。１９２５年，Ｐ１ｚｅｎ に本拠をおく機械メ

ーカーＳｋｏｄａ に吸収合併され，Ｓｋｏｄａ　Ｐ１ｚｅｎ グルー プの傘下に入り ，この時からブランド名を

Ｓｋｏｄａ とした。第二次世界大戦後，独占排除の目的で行われた企業分割でＰｌｚｅｎ グループから

独止し，国有企業Ｓｋｏｄａ 自動車公団となっ た。 以後，共産党政権下のチ ェコで２００社以上の部品

サプライヤーを抱え，旧コメコン諸国で随一の工業国チェコを象徴する企業のひとつになっ た。

コメコンの工業化政策によっ て各国で自動車生産が行われるようになっ たが，新モデルを開発す

る技術力を有したのはチ ェコのみであ った 。

　しかし，この技術力もコメコン内の割当制 ・旧ソ連の技術独占指向によっ て活かされることは

ほとんどなかったため，技術革新の動機が失われ陳腐化していっ た。１９８８年開発のモデル「ファ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
ボリト」は，先進国自動車メーカーの１９７０年代水準とされている 。

　（２）外資の導入一経済復興の重点政策として位置づけられたチェコ自動車部門

　体制転換以後，チ ェコ政府はその産業政策的重点を，歴史的 ・相対的に高水準技術を有し，ま

たすそ野の広い自動車部門の競争力回復に置いた。１９９０年，このＳｋｏｄａ 自動車公団が民営化に

さいし合弁相手をさがしはじめると，国外からルノー シトロエン，ＧＭ，ＶＷなど先進国メー

カーが名乗りをあげ，入札合戦となっ た。 自動車業界では，トヨタをはじめとする日本自動車メ

ーカーを牽引車として競争が激化していたため，西ヨーロッパ地域での労働コストの高さにあえ

いでいた各社がこぞって安価な労働力を求めたのである 。Ｓｋｏｄａ 自動社公団は，政治 ・経済と

も不安要素の多い中 ・東欧諸国の一員ではありながらも ，相対的に高い工業水準を誇るチ ェコの

基幹産業として，比較的良好な合弁相手として評価されたのである 。

　多くの求婚者からチ ェコ側が選んだのはドイッのＶＷであ った。政府の選択を決めた要因は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４）
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主に ，Ｓｋｏｄａのブランドと従来の生産体系が尊重されている点，大規模な投資計画が提示され
　　　　　　　　　　　　１５）
ていた点にあるとされているが，より本質的な決定理由は，ＶＷが約したｒ従業員解雇なし ，

チェコ 国内での部晶調達（部品サプライヤーの活用）」の条件であろう 。政権維持のためには ，

失業率の上昇を抑え，社会不安の増大を避けることが何よりも優先されるのである。さらに ，

ＶＷは１９９０年代半ばまでに出資比率を７０％まで拡大し，２０００年までに９０億マルクを投資する計

画を協定に盛り込んだのである 。

　こうしてＶＷは１９９１年に３１％，１９９４年に６０ ．３％のＳｋｏｄａ 自動車公団株を取得し，同社の経営

権を獲得した。１９９５年１２月時点でＳｋｏｄａ 社の持株比率はＶＷ７０％，チ ェコ 政府３０％となっ てお

り， 従業員持株はない。実際の経営にあたる運営理事会５名のうち３名はＶＷから派遣されて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
くるドイッ人で占められており ，さらにその上にＶＷグループ全体の首脳部が存在している 。

つまり ，Ｓｋｏｄａ 自動車公団はＶＷグループ全体の戦略に参加する一員「ＶＷ－Ｓｋｏｄａ 社」とな

ったのである 。

第２節　ＶＷの戦略とチ ェコヘの進出

　（１）交渉開始当初の戦略

　日米欧で成熟をむかえた世界自動車市場で躍進したのは，自動車後発国でありながらも車種 ・

各種サービス ・燃費 ・価格などにおいて消費者の二一ズに細かく応える日本メーカーであ った 。

ＧＭ ・フォードなどの米系メーカーは，こうした日本メーカーに対抗すべく企業刷新に着手し成

果をあげはじめた。しかし，ＶＷのばあい，かつて競争力の源泉として誇った「優秀な人材」

がトイツ国内での労働コストの高さとして，世界の大衆車の象徴であ った「ピートル」「コルフ」

への依存が二一ズに適応できない硬直性として，大きな障害にかわったのである。日米市場での

シェアを急速に失ったＶＷが既存市場でのシェアを回復するには，労働 コストを抑え，車種を

拡大することが急務となっ た。 また，アジア ・南米 ・東欧などの相対的に購買力の低い新興市場

のシェア獲得 ・販路の拡大も他のメーカーと競合して達成しなければならない 。Ｓｋｏｄａ 自動社

公団との合弁は，以上の課題に応えるものとして，スペインセアトに続いて検討されたのである 。

　まず，低コストによる製造の足場という点では ，Ｓｋｏｄａ 自動車公団は申し分なか った。チ ェ

コの自動車工場労働者の賃金は，ドイッの１４分の１ ，スペインの８分の１ ，シンガポールと比べ
　　　　　　　　　　１６）
ても３分の１程度である。技術水準は東ドイッ並ではあるが，労賃に対する生産効率という点で

はよい。両国の歴史的な関係も深く ，言葉も通じやすい 。

　次に，車種の拡大という点については，すでにスペインセアトを傘下に入れることでモデルを

増やしていたが，Ｓｋｏｄａ 製の車種はローエンド ・ユーザー層を対象に位置づけることができる 。

グルー プ全体の車種拡大に貢献するほか，新興市場である途上国の消費購買力にあ った価格での

供給も可能になる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
　さらに ，Ｓｋｏｄａ 社の販売実績は約１８万台（１９９４年）で，チ ェコ 国内，西欧，その他地域でそれ

ぞれ３分の１ずつという販売市場も魅力であ った。チ ュコ 国内をはじめ，アジア，アフリカ ，南

米など新興市場にも販路がある。ＶＷの二一ダーザクセン州工場がもつ販路とは異なるため ，

当初は「従来の市場と競合することもない」とされた 。

　また，長期的にはＥＵ統合後の新ヨーロッパヘの足がかりともなることも期待された。チ ェ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５）



　６６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４６巻 ・第１号）

コはヨーロッパ中央部に位置し，西欧 ・東欧どちらにも展開する拠点となりうる 。

　もちろん，以上のような楽観的展望以外にネカティブな声はあ った。１９９０年当時は，政治 ・経

済とも不安定な中 ・東欧への先駆けとなるにはリスクが大きいとの評価があり ，巨額の投資を先

行させることは，かえ ってその見返りを他のライバルメーカーたちが受けることになるとの批判

もあ った。またグループ内では，Ｓｋｏｄａ と同様の低価格車種を供給するセアトと競合 ・食い合

いを懸念する声もあ った。じつはこのセアトとの競合こそが，ＶＷグループ内のリストラと収

益改善に寄与するのであるが，これについては後述することにする 。

　こうしてＶＷは入札競争に勝利し，Ｓｋｏｄａ 自動車公団との合弁に成功した。合弁後，上記の

投資計画は，ＶＷグループの収益低下のために修正を余儀なくされる 。

（２）ＶＷ進出後の影響

　１９９０年ＶＷ－Ｓｋｏｄａ 合弁の成立，１９９３年ＶＷによるＳｋｏｄａ 株過半数取得といっ た流れの中で ，

旧自動車公団であ ったＳヒｏｄａ 社は次第にＶＷグループ戦略の担い手として強化されると同時に ，

チェコ国内の部品など周辺産業の再編も進展した 。

　０晶質改善

ＶＷが経営に参画するようになっ てから ，Ｓｋｏｄａ 製自動車は品質改善が進んだ。ＶＷの自社
　　　　　　　　　　１８）
評価（アウディ方式評価）によれぱ，Ｓｋｏｄａ 車は１９９１年合弁当初４９だ ったが９２年半ばに２９ ，

同年末には２ ．６になっ ている 。

　　　チェコをはじめとする中欧自動車市場の競争激化

　しかし，多くの点でＶＷが戦略の変更を余儀なくされたのもまた事実である 。

　まず，Ｓｋｏｄａ 自動車公団が従来もっ ていた東欧での販売市場では，西側製品の進出が相次ぎ

競争が激化したため，ＶＷの期待に反してＳｋｏｄａ車はそのシェアを減少させることになっ た。

この事態に対応するため，ＶＷは新モデル「Ｆｅ１１ｃ１ａ」の投入を決定，１９９４年末から供給を開始

し巻き返しをはかっているが，ＧＭオペルや大宇が低価格戦略にでているため，１９９４年の販売

実績はチェコとスロヴ ァキアで前年比１３．１％減（販売総数７万２９３０台），その他の中 ・東欧諸国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
で前年比１７ ．Ｏ％減（同８万９８４０台）にとどまっ た。

　ＶＷグループ戦略の優先（投資計画の見直し ・合理化）

　さらに ，１９９２，９３年とＶＷ傘下のスペインセアトの業績が悪化したため，ＶＷはグループ全

体の生産計画の修正を迫られた。１９９３年にピエヒＶＷ会長の指揮で発表された３万６０００人の削

減（１９９７年末まで）を含む中期５カ年計画もその一環である。削減の内訳は，ドイツ圏内２万

１０００人，欧州 ・海外で１万５０００人で，ブランド別ではスペインセアト５０００人，ドイツ国内アウデ

ィ６０００人強，そしてチ ェコＳｋｏｄａ２０００人弱というものであ った。こうして，ＶＷは１９９４年に

Ｓｋｏｄａの経営権を獲得するとすぐに，Ｓｋｏｄａへの投資縮小を柱とする計画変更を発表すること

になるのである 。

　主な変更内容は，以下の３点である 。（表　参照）

　第一に，２０００年までの投資総額の縮小である。１９９１年には９５億マルクという巨額でチ ェコ政府

と合意してヨーロッパの経済界を驚かせたが，１９９４年には３７億マルクに大幅縮小した。第二に ，

乗用車の生産能力引き上げについても ，「２０００年までに４０万台に引き上げる」との内容を「１９９６

年までに３４万台」に変更した。第二に，年産４０万基規模の新規エンジンエ場建設計画が白紙撤回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６）
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された。Ｓｋｏｄａ は， ＶＷグループ全体の利益を調整するバッファーとして位置づけられたので

ある 。

　また，ＶＷグループとの一体性も強化された。例えば，シュコダ社開発の１ ．３リットル４気筒

エンジンがＶＷ向け設計へ変更されたほか，Ｆｅ１ｉｃｉａ に続いてゴルフベースの新型車のラインも

１９９６～９７年に建設される予定である
。

表　　＜ＶＷ－Ｓｋｏｄａ 問の９１年合意と９４年の変更点＞

１９９１年協定 １９９４年協定

ＶＷ側出資比率の引き上げ
９４年 ：５０ ．５％

５年 ：７０ ．０％

９４年 ：６０ ．３％

５年 ：７０ ．０％

２０００年までの投資総額 ９５億ＤＭ ３７億ＤＭ

乗用車生産能力の引き上げ
９４年 ：２３万台

０００年 ：４０万台

９４年 ：２３万台

６年 ：３４万台

新規エンジンエ場建設 年産４０万台で計画 計画撤回

資料 ：『ＦＯＵＲＩＮ』Ｎｏ．１１７／１９９５

　＠　チ ェコ周辺産業の再編

　周辺産業の整備も進められている 。かつてのＳｋｏｄａ 社の下請け企業は３４０社あ ったが，現在で

は１７４社に滅っている。ＶＷはサプライヤーに対し西欧並の品質基準を要求し，達成できないも

のは取引を中止すると同時に，各社に技術協力相手や合弁相手をドイツ ・オーストリアなどの企

業から斡旋している。部品調達率は，西欧企業２０％，チ ェコ 国内約８０％であるが，国内調達の半

分は外国企業との合弁会社かあるいは単独進出の外国企業５８社が占めている。部品メーカーのチ

ェコ進出においては，Ｂｏｓｃｈなどドイッ企業が首位を占める（表＠参照）。１９９５年に入ってからは ，

自動車生産のためのエネルキー生産企業「ＳＫＯ－Ｅｎｅｒｇｏ」の設立計画が発表された。ＳＫＯ－

Ｅｎｅｒｇｏ はＶＷとチ ェコ 政府の合弁でＭ１ａｄａ　Ｂｏ１ｅｓ１ａｖ 市に設立されるもので，自動車生産向け
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
エネルキーだけでなく ，同市の暖房，工場内汚水処理も行う予定であるとされている 。

表＠　＜チ ェコ部品メーカーと外国部品メーカーの合弁状況〉

ＲｏｂｅｒｔＢｏｓｃｈ（独）→ＡＢＳ ・ＡＳＲ ：ブレーキシステム

　　　　　　　→Ｍｏｔｏｒ　
Ｊｉｋｏｖ： 燃焼噴射装置部品

ＰａｃｋａｒｄＥ１ｅｃｔｒｌｃ（独）→ＡＺＢｅ１ａ ワイヤーハーネス

Ｓｉｅｍｅｎｓ（独）→皿ａ ．： ワイヤーハーネス部晶
Ｋｏ１ｂｅｎｓｃｈｍｉｄｓｔ（独）→ＰＡＬ　Ｋｂｅ１ｙ：ｎ．ａ

Ｍａｍ＆Ｈｕｍｍｅ１（独）→Ｆ
ｌｌｔｒ　Ｊ１

ｐａｐフイルター
Ｃｏｎｔｉｔｅｃｈ／Ｆｒｅｕｄｅｎｂｅｒｇ（独）→Ｇｍ１ｏｋｏｖ： ゴムシール

Ｖｉ１ｄｅｎ（独）→ｎ．ａ．： 照明

ＶＰＯＡｄｏｌｆＳｃｈｉｎｄｌｉｎｇ（独）→皿ａ

Ｒｏｎｅ１（独）→Ａｇｒｏｓｒｏｊ ：ホイール

Ｉｎｓｔｍｇｈａｕｓｅｎ（独）→Ｍａｒｓフユーエルンステム
Ｈａｇｅｎ　Ｔｅｃｈｍｋ（独）→Ａｋｕｍａハソ テリー
Ｇｏｅｔｚｅ ＡＺ 　Ｐｉｓｔｏｎｓ（独）→Ｂｉｚｕｌｕｋ ：ｎ．ａ

Ｐｏｒｓｃｈｅ　Ａｕｓｔｎａ（オーストリア）→Ｊ １ｈｏｓ位ｏｊ　Ｖｅｌｅｓｍ　ンヤンーステアリング

Ｐｅｍ（独）→Ｍｏｒｏｕｓｋｅ　Ｋｏｖａｍｙ　ｎ　ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他　１４社

資料 ：『ＦＯＵＲＩＮ』Ｎｏ． １１７／１９９５

（６７）
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第３節　チ ェコの企業民営化に果たす外資合弁の役割～ＶＷ－Ｓｋｏｄａ を例に

Ｓｋｏｄａ 自動車公団は，ＶＷとの合弁によっ てＶＷグループの戦略の担い手として活動する資

本主義的な企業となっ た。 これは前述の第四類型一外資を牽引車に効率的経営をすすめる企業一

である。この類型となる企業は，外国企業のイニシアチフによっ て企業内に残る有形無形の旧体

制以来の慣習をもっとも劇的な形で駆逐した例であるといえよう 。本稿でとりあげたＶＷと

Ｓヒｏｄａ 自動車公団の合弁の例も，先進国企業の中 ・東欧進出と投資受入国側の政策に　般的に

見られる共通の特徴を，多くの側面で体現している 。

　（１）進出する先進国企業の戦略的特徴とその効果

　先進国企業との合弁は，企業民営化の方法として即効力のある方法であるが，合弁が成立する

のは以下のような条件が満たされる場合である 。

　¢　個別企業の戦略に照らして中欧進出が合理的であ った場合

　　　低コストの実現

　先進国企業は生産コストの削減のために，安価でかつなるべく良質な労働力を追求して国境を

越えようとする。とくにＥＵ域内企業の場合，ＥＵの拡大 ・深化を見越して他の競争相手に対し

少しでも有利な位置を手に入れなければならない。しかし，体制転換当初は中 ・東欧諸国は政

治・ 経済情勢とも不安定であ ったため，進出していく個別企業レベルで戦略上の二一ズがなけれ

ば， 東欧進出に踏み切ることは一般にリスクが大きいと考えられていた。ＶＷの場合，国際的

な競争が激化する自動車業界の中で，自社の弱点を補い競争力を強化するために進出を決定する

に至ったものと考えられる 。

　　　欧州域内合理化の促進剤としての中欧

　さらに，この合弁が先進国企業側に与える影響は，低コストの達成とそれによる西欧域内の生

産拠点における新たな競争の組織である。ＶＷの場合，スペインセアトはグループ内での低価

格車を製造していたため，Ｓｋｏｄａ 製自動車との競争を余儀なくされた。ＶＷグループ首脳陣は

グループ内競争の組織に成功し，スペイン生産拠点の縮小という危機感をセアト社にあおり ，人

員削減 ・合理化を達成したのである 。

　（２）外国企業受入側の中欧諸国ならびに中欧企業の意図

　¢　政府の発言力

　先進国企業が有利な生産拠点を求めて国外に展開したさい，中欧においては多くの場合現地企

業との合弁という形態で成止する背景には，中欧各国政府の強い発言権が存在している。チ ェコ

やその他の中欧諸国政府が外国企業との問で合弁を決定するはあい，まず失業率の上昇をおそれ

解雇を嫌う 。ポーランドの自動車メーカーＦＳＯをめくるＧＭと大宇自動車の競合において，明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
暗を分けた理由のひとつには韓国大宇側が提示したｒ解雇なし」の条件があ った。この条件を満
　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
たさない場合，多くは交渉決裂となる 。

　　　自国の投資能力の欠如によっ て制限される発書力

　とはいえ，上記の政府の発言力も無限ではない。政府は，新規の設備投資面では合弁相手が大

規模かつ迅速に進めることを条件にしているが，「合弁」とはいえ中欧諸国の政府や企業に設備

投資力 ・技術革新力はなく ，合弁相手である先進国企業に依存せざるをえない。このため実態と

しては経営権を委譲するのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８）
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　　　ナシ ョナリズムー国内経済体系の維持，ブランド保持

　中欧諸国政府には既存の生産体系に打撃を与えずに活かすことを要求する傾向がある。しかし ，

既存の技術水準や生産設備の老朽化が著しい場合が多く ，先進国企業が合弁化によっ てブランド

の名称だけを継承し，全く別の生産設備を移管することもしばしばである。中欧諸国政府が外国

企業の単独進出は望まず，現地企業との合弁を求めるため，進出する企業は，合弁相手企業の知

名度や既存設備の利用可能性を検討し，戦略に見合った場合に合弁進出を決定するのである 。

　＠　経営と生産の効率化，合理化，周辺産業への波及効果

　先進国企業との合弁が進出先企業に及ほす影響としては，経営組織の抜本的改編（ＶＷ－Ｓｋｏ －

ｄａの場合経営権は完全にＶＷに委譲），生産の効率化 ・製品の性能ア ソプがあげられよう 。同

時に，関連分野，周辺企業の競争が激化し，リストラもすすむ。しかし，こうした効果は中欧企

業本位で進められるものではなく ，進出する先進国企業の戦略に制限されている。例えは ，１９９４

年以降のＶＷの行動に顕著であるように，自社の経営状況 ・進出先の投資環境しだいで，合弁

先の企業や進出先の政府と対立する政策をとる場合もありうるのである 。１９９４年，Ｓｋｏｄａ 株式

過半数取得後，Ｓｋｏｄａ に対する戦略変更の背景にはＶＷ内の会長交代劇があ ったのだが，より

根本的には実際のチェコの投資環境が当初の予想より厳しいとの判断が作用した。製品の性能ア

ップを達成し新車も投入したが，市場でのフィア ット ，ＧＭ，フォード，ルノー スズキ，現代 ，

大宇など西側企業との競争は予想よりはるかに激しかった。いっ そうの効率化と慎重な投資計画

が求められたため，１９９１年協定を大幅に後退させる一方，自前のエネルギー供給企業設立など ，

チェコの従来のインフラでは満たされない部分の効率化にも乗り出しているのである 。

　ＶＷ－Ｓｋｏｄａのような合弁 ・民営化が実際に成立している企業は，まだ少数である。中 ・東

欧諸国全体で消費財産業，金融 ・銀行業，流通，観光などの分野では大型投資が盛んになっ てき

たものの，多くはまだ「民営化」を形式的にすませつつ，国家の所有のもとに残されたままであ

る。 とはいえ，中 ・東欧，旧ソ連諸国では，独自に各生産単位をリストラし，生産性を向上させ ，

資本として活動する企業を養成する力（資金力，ノウハウとも）を先進国企業に依存せざるをえ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
ないため，ここ三年ほどのあいだに基幹産業部門においても大型合弁が増加傾向にある。今日で

は， 西欧企業による生産拠点としての中欧整備がますます本格化している。ポーランドでは，米

ＧＭ系のアダム ・オペル社や韓国の大宇自動車が大規模な生産拠点整備にのりだしており ，と

りわけＧＭは部品サプライヤーもポーランド国内で育成する戦略を明らかにするなど，ノッ ク

ダウン生産からさらに踏み込んだ長期的戦略を採っている。家電メーカーなどの進出も盛んであ

り， いまや欧州製造業の競争においては中欧の生産拠点は戦略上の重要な環の一つとなっ ている

といえる 。

お　わ　り　に

　以上，チェコの経営主体形成の過程を，「民営化」における旧来の経営組織解体過程として明

らかにし，いくつかの類型化を試みた。そのことをつうじて，政府と外資の役割を析出しえたの

ではないかと考える 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９）
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　政府の役割として，第一に，「民営化」後もＮＰＦやＫＯＢなどの特殊機関をつうじ政府が依然

として影響力を有していること，そしてその影響力は銀行 ・ＩＣなど新興金融機関とネ ットワー

クによるこれまでにない形態で保持されていることが明らかになっ た。 しかし第二に，政府は影

響力を保持しているとはいえ，それは企業再建過程で経営陣を再編するさいの仲介的役割が主で

あるということがわかる。その意味では，チェコの「民営化」は所有形式の変化にすぎず，「ミ

ラクル」と評価するには尚早であるといえる。同国の「民営化」政策において注目すべき点はむ

しろ，ハウチャー方式によっ て社会的規模で貨幣所得を収拾し，国家財政に大きな負担を与えず

資金調達に成功した点であろう 。また，□日体制以来の企業経営体質から変化していない」との

評価を与えることも一面的である。「株式相互持ち合い」の新たなネ ソトワークにより経営陣の

再編がすすみ，各企業に一定の変化がもたらされている事実も軽視すべきではないだろう 。

　そうしたなかでチェコをはじめとする中欧の資本主義化の過程においては，牽引車としての外

国企業の役割がきわめて重要である。なぜなら現段階では，資本主義的な経営主体が外資によっ

てもたらされているからである。現在中欧諸国は，技術革新能力と投資能力に決定的に欠けてお
り， 外資に依存せさるをえない。経営陣に外国企業の代表が参加することで，経営方針に変化が

もたらされるのであるが，しかしこの過程も在欧企業の利益が優先されるという制限性をもつこ

とについてはＶＷ－Ｓｋｏｄａの例で見たとおりである。一方，在欧企業にとっ ても安価な労働力を

大量に供給する中欧の存在は，欧州域内の競争をも再編しうるものである。西欧各国レベルでは

国内産業空洞化といっ た深刻な問題を抱えながらも ，個別企業にとっ ては中欧への生産拠点移転

が欧州域内競争のカギの一つとなっ ているのである 。

　チェコの「民営化」は「おおむね成功」と評価されるが，まだ中心産業である工業部門におい

ては自国の資本の育成に成功しているとはいえず，現在，流通部門を中心とする中小規模企業を

別にすれば，工業部門で自律的な資本として経営活動を行いはじめているのは外資との合弁を達

成した企業のみである 。

　今後，こうした個別企業の進出が進み，周辺産業へも影響をもたらし，徐々に資本主義的な社

会関係が形成されていくであろう 。だが今現在は，主に外国企業の進出によっ てもたらされる資

本王義の経営原理が，旧システムの慣性の支配的な領域を侵しはじめ，せめぎ合っている過渡期

である。近年では，外資主導により効率化がすすむ部門と，相対的にリストラの遅れた部門との

ギャッ プが大きく ，このため，国内経済は産業ごと ・地域ごとの肢行性が強まり ，労働運動にも

影響を与えている。本稿では，資本主義的生産関係の中から，経営主体の形成に焦点をあてて分

析をすすめたが，もう一つの極一資本主義的な意味の賃労働者の形成にはふれていない。今後 ，

労働者階級が資本主義を担う経済主体として成長してくるわけであるが，それらの合成という諸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
要素のせめぎ合いの過程でチ ェコ国内の新たな資本主義的な生産関係が生まれてくるであろう 。

　また，未来のチェコの資本主義諸国としての性格はたんに民営化の過程によっ てのみ規定され

るわけではない。諸外国との対外関係，国内に形成される階級関係，民主主義の発達の度合い ，

「社会主義」時代を含め歴史的に形成されてきたモメントなどが規定要因として存在する。すで

に国内への核兵器配備の議論に端を発し，ＮＡＴＯ加盟の是非についても世論がわかれており ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
西欧との関係に対する国民自身の判断と選択も重要となっ てくる 。

最後に，この論文では，過渡期のチ ェコにおける経営主体の形成をＶＷ－Ｓｋｏｄａ を軸に見た

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０）
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が， 「欧州再編の中の中欧」を主要な視角としてみる場合，ＶＷについては，さらに詳細な他の

中・ 東欧諸国への展開を含めた全ヨーロッパ規模での戦略の分析が必要であろう 。またチ ェコに

おける資本主義的関係の形成過程では，小規模企業民営化の影響や体制転換後のサービス部門の

急速な発達の意味についても考察対象とすべきだろう 。これらの研究は，体制転換以前に形成さ

れたチェコの歴史的条件を明らかことにすることともに，今後の課題として残されている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）【１６】１９９４年版

２）ＥＢＲＤ（欧州開発銀行）市場経済報告（１９９５）

３）　【１】　１９９４，　ｐ．２４９～２７０

４）【９】１９９０年１２月号

５）ＮＰＦ，ＫＯＢについては【１５】【１６】による 。

６）このほかにも政府判断で国営旅行代理店ＣＥＤＯＫなど数社の企業の債務が帳消しにされた。これ

　らの企業は債務なしに合弁企業化する 。（【２】ｎｏ．２１ ．１９９３）

７）不良債権処理に公的資金が支出された例として，アメリカのＲＴＣ（米整理信託公社）があげられ

　る。ＲＴＣはＳ＆Ｌ（貯蓄貸付組合）専門の預金保険機構が，保険金払い戻しなどの負担に耐えきれ

　ず事実上倒産したのを受け，１９８９年に財政資金を投入して設立された。任務として，預金の払い戻し

　の他，保険対象預金を他の健全な金融機関へ移し，資産と負債を引き継く営業譲渡なとを行った後 ，

　１９９５年６月末に業務を終了して解散した 。

８）民営化（総額６７２１億ＫＣ）の方法別規模は以下のとおり 。

　　　入札 ：３．４％　　直接売却 ：７．１％　　合弁企業化 ：６９ ．６％

　　　公売 ：Ｏ．８％　　自由譲渡 ：１ ．５％　　その他　　 ：２６ ．１％

９）　Ｔｈｅ　Ｃｚｅｃｈ　Ｃｏｍｍｅｒｃ１ａ１Ｃｏｄｅ　Ａｃｔ　Ｎｏ５１３／９１

１０）Ｓｋｏｄａ　Ｐ１ｚｅｎ については主に以下の資料による 。

　　【３】Ｊｕ１．２６－Ａｕｇ．１．１９９５，【４】Ｊ肌２０－２６／Ｆｅ
ｂ． ３－ ９／Ａｐｒ．２１－２７／Ｍａｙ５－１１．１９９５，【７】Ｊｕｎ

　２．１９９５

１１）ＰＶＴ，Ｔｅｓ１ａ　Ｋａｒ１ｍ，Ｓｔａｖｏｍｏｎｔ　Ｐｒａｈａ 各社については王に以下の資料による 。

　　【２】【１０】【１５】

１２）渡辺博史氏は，「移行期の経済社会で形成が観察できる４つの領域」として，¢市場原理が作動す

　る領域，　社会主義システムの作用する領域，　市場原理と旧システムの慣性が衝突する領域を規定

　している（【１９】）。 これは氏が過渡期にある諸国の実態を観察し，多くの表象に裏付けられたもので

　あろうが，理論的には正確ではない。市場原理とは，商品流通原理のことであるから，経済体制全体

　を意味する社会主義システムの対立物とはなりえない。商品流通原理は資本主義的な生産をともなっ

　てこそ資本主義システムとなり ，そこではじめて社会主義システムと同じ抽象レベルの対立物として

　位置づけることができるのである 。

１３）１９９０年の同時期にＣＳＡ（チ ェコスロヴ ァキア航空）と工一ルフランスの提携も協議されたが，合

　意にいたらなか った。またＳｋｏｄａ－Ｐ１ｚｅｎ グループとジーメンスグループについても交渉があ ったが

　実現しなかった 。

　　理由は，チ ェコスロウァ キア連邦政府（当時）が自立的なスキル獲得を指向したため，といわれる 。

１４）【１７】

１５）ＶＷＳｋｏｄａの役員構成については ，Ｓｋｏｄａ　Ｍ１ａｄａ　Ｂｏ１ｅｓｌａｖ 社での聞き取り（１９９５年９月）による 。

１６）【１０】１９９４年１１月３０日

１７）【１２】１９９４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１）
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１８）アウディ方式 ：ＶＷグループが独自に採用する品質評価方式。毎日ラインオフする製品を２０００項

　　目にわた ってポイントに置き換えチ ェソ クする評価方式。最低が５０，最高が１０ ．
　１９）【１３】１９９４

　２０）ＳＫＯ－Ｅｎｅｒｇｏの設立については【４】１９９５ ，６月１６－２２日号
。

２１）韓国の大宇自動卓が「解雇なし」を買収の条件にしえたのは，同社の技術レベルがＧＭのそれよ

　　りもポーランドＦＳＯの水準に近かったためとされる 。（１９９５年９月ＦＳＯでの聞き取りによる）

２２）モスクワ大学経済学部教授 ・立命館大学客員教授（１９９５年当時）Ｏｌｓｅｖｉｔｃｈ氏によれば，ロシアに

　　おいては，単純な需給関係に則った自由化を大規模に推進したため，次のような「民営化」が成立し

　　た 。

　　　→ＺＩＬＬ工場は，その従業員数１０万人で，その給与で生活する家族をあわせれば５０万人を擁する大

　　工場である。この工場の民営化にあたり ，２５％の株式をわずか５００万ドルで取得して最大株主となっ

　　たのが，シェーバー等の機械を生産するミクロジーム社であ った。これはただ同然とも言える投資で

　　あるため，ミクロジーム社は投資資金を回収するためのリストラなど経営努力を行わない。「民営化」

　　済みの巨大企業は従来通りの操業を続けていると言われている 。

２３）チ ェコ政府は，９４年１２月に国営電話会社ＳＰＴテレコムの資本提携交渉を，ＴＥＬＦＡＲ（フランステ

　　 レコム，ベルアトランティッ クの合弁），Ｔｅ１ｓｏｕｃｅ（ＰＴＴネザーランド ースイス，ＡＴ＆Ｔの合弁） ，

　　Ｃｅｔｅ１（トイツテレコム，アメリティソ シュ の合弁），Ｔｅｌ　Ｄｅｎｍａｒｋ（テンマーク），ＳＴＥＴ（イタリ

　　ア）などと開始し，のちにＴｅ１ｓｏｕｃｅ に１３億２０００万ドルで２７％のシェアを売却した。この結果ＳＰＴ

　　テレコムはＡＴ＆丁系グルー プに入った 。

　　　また，国営精油所の民営化にも外資導入が決定され，米欧４社（ロイヤル ・ダ ッチ ・シェ ル， 仏ト

　　タール，伊アジ ップ，米コノコ）と独占的交渉に入った。（【１０】１９９５年１１月１８日）

２４）近年の興味深い動きとして１９９７年２月のチェコの鉄道労働者によるストライキがあげられるであろ

　　う 。これは鉄道労働者たちが国鉄ＣＥＺの首脳陣の経営怠慢に対し，起こした運動であ った。その主

　　張は「首脳陣は意図的に経営効率化をサボタージュし，そのことによっ て同社への社会的批判をあお

　　り ，大規模で非民王的な人員削減の実施を容易にする世論つくりをしている。経営効率化は現段階で

　　も大規模な人員削減なしで我我自身の力で達成可能であり ，早期に実施すべきである」というもので

　　あ った。この背景には，中欧各国政府の交通部門に対する設備投資政策がある。その多くは，西欧域

　　との交通インフラの重点を主に自動車用道路整備に置いており ，現在高速道路の建設が盛んである 。

　　一方鉄道輸送部門は，企業の多くが大量の過剰雇用を抱えるばかりでなく ，信号システム整備の遅れ

　　が目立ち，多くは不採算部門となっ ているのである 。

　　　注目すべきは，他の諸国で見られる福祉削減などに反対する運動とは異なり ，他分野と比較しての

　　破行性から労働運動の原動力が生まれているという点であるだろう 。こうした運動が広がりを見せて

　　いくのかどうか，どのような影響をもたらすのか，現段階では予断を許さないが，チ ェコ独自の資本

　　主義的主体形成のあり方を伺わせるものとして興味深い 。

２５）国営世論調査機関の１９９５年１１月の世論調査によれは，「ＮＡＴＯ加盟支持」が２９％，「反対」が３３％

　　と ，「反対」が「賛成」を上回 った。また，国内への核兵器配備に対する反対は７５％にのぽる 。（【１１】

　　１９９５年１２月１日）
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